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1はじめに
財務省の地方支分部局である財務局等においては、財

政融資資金の貸し手として借り手である地方公共団体に
対して、その財務状況を把握し、財政融資資金の償還確
実性を確認する観点から、2005年度より毎年度、地方
公共団体（市区町村）の財務状況把握を実施している。

この取組の開始の背景には、地方債の許可制から協
議制への移行（06年度から）、夕張市の財政再建団体
への移行（07年度）など地方公共団体を取り巻く環
境の大きな変化があった。財務状況把握は、「行政
キャッシュフロー計算書」の作成を通じ、あたかも民
間金融機関が借り手の状況を確認するかのように、一
義的には債権者である国が借り手の償還確実性を確認
するための手段として位置付けられる。有識者による
提言なども交え、財務状況把握はその充実・重点化を
図っているが、開始から10年超が経過し、17年度か
らは全国の市区町村ヒアリングの新しいサイクルに入
ることなどから、制度的に定着段階に入っているとみ
ることもできる。

この状況を踏まえ、本稿は、（1）この財務状況把
握という活動を、行政・学識経験者を含め広く一般に
わかりやすく紹介し、（2）今後の取組について建設
的かつ批判的な意見を頂く機会とすること、を目的と
して書かれている。以下では、財務状況把握の方法論
を、具体例を交えながら説明するとともに、この取組
を活用した財務局等による地方公共団体に対するアド

ヴァイザリー機能の発揮について具体的な事例を用い
てみてみる。

2財務状況把握の方法論
（1）財務状況把握の流れ（図1）

地方公共団体の財務状況把握は、まず総務省から各
地方公共団体の決算統計データを入手することからは
じまる。入手した決算統計データを利用して、財務省
理財局において「行政キャッシュフロー計算書」を作
成している。この行政キャッシュフロー計算書を作成
する理由は、一決算年度における現金預金の流れを

「行政活動の部」、「投資活動の部」、「財務活動の部」
の3つに区分して表示することにより、活動区分ごと
の資金繰りの実態を把握することができるからである＊8。

表1に市区町村全体の行政キャッシュフロー計算書
を掲げてあるので、参照しながら読み進めて頂きたい。
「行政活動の部」は、資産形成につながらない行政

サービスの経費である行政支出（人件費、物件費、扶
助費など）と、一般財源及び行政支出の特定財源から
なる行政収入（地方税、地方譲与税・交付金、地方交
付税など）から構成される。さらに、行政収入及び行
政支出は毎年度経常的に収入・支出されるかどうかを
基準として、それぞれ行政経常収入と行政特別収入、
行政経常支出と行政特別支出に区分される。
「投資活動の部」は、社会資本整備のための支出で

ある普通建設事業費とその特定財源である国庫支出金

＊1） 執筆分担は、監修（廣光）、1～3（前尾、永野、廣光）、4（川口）、5（廣光、吉岡、永野）、6（前尾、永野、廣光）である。本稿のうち、意見にわた
る部分は筆者個人のものであり、その所属する団体のものではないことをお断りしておく。なお、注3～7の所属はいずれも執筆時のものである。

＊2） 本稿執筆の契機として、かつて財務状況把握の企画に尽力した関係者からご示唆を頂いた。沖縄県糸満市、熊本県南関町、岩手県矢巾町には、財務状
況把握の活動をわかりやすく紹介するため、診断表の内容等を具体的に記載することにご了承を頂いた。記して感謝する。本稿に対し鈴木文彦氏（大
和総研）から貴重な意見を頂いた。また、矢巾町でのワークショップの実施にあたり、西條辰義（総合地球環境学研究所、高知工科大学）、原圭史郎
（大阪大学）、新居理有（高知工科大学）、中川善典（高知工科大学）、北梶陽子（広島大学）の各先生のお力添えを頂いた。本稿の5はワークショップ
の行政上の報告であり、学術上の報告は別にまとめられる。

＊3） 財務省理財局計画官（地方財務審査担当）
＊4） 岩手県矢巾町企画財政課課長補佐
＊5） 財務省理財局計画官補佐
＊6） 財務省理財局地方財務審査係長
＊7） 九州財務局理財部融資課長
＊8） 歳入歳出決算は、地方税のような行政サービス等に充てることができる収入と、普通建設事業等に使途が限定される国庫支出金や将来返済が必要な地

方債収入等が混在している。このため一見しただけでは、当該団体の資金繰り状況や債務償還能力を把握することは困難である。

地方向け財政融資における 
地方公共団体の財務状況把握について

―財務局等によるアドヴァイザリー機能の発揮と 
地方公共団体における展開＊1＊2
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等や貸付金、出資金とその回収及び基金の積立てと取
崩しなどから構成される。

最後の「財務活動の部」は、地方債の起債収入とそ
の元金償還支出などから構成される。

この行政キャッシュフロー計算書を地方公共団体毎
に作成した上で、そこから算出される4つの財務指標

（後述）や、地方公共団体が公表している各種の財務
資料などを利用して、オフサイトにより全地方公共団
体の財務状況（債務償還能力と資金繰り状況）をモニ
タリングしている。加えて、モニタリングを踏まえて

ヒアリング実施団体を選定し、オンサイトにより地方
公共団体に対するヒアリングを実施している。

財務局等は、このヒアリングの結果を「診断表」と
して取りまとめ、ヒアリング実施団体の首長等に交付
している。地方公共団体に対する財務健全化に関する
アドバイス（情報提供等）や財務状況悪化に対する事
前の警鐘を発する役割を担っている。財務状況の悪化
が認められる場合、行政キャッシュフロー計算書を通
じ、その原因を明らかにすることができるため、財務局
等からの財務改善のアドバイスが可能となるのである。

図1：財務状況把握の流れ
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（注）4指標とは、行政キャッシュフロー計算書に基づきストック面を重視して算出した「債務償還可能年数」、「実質債務月収倍率」、「積立金等月収倍率」及び「行政経常収支
率」の4つの財務指標のことをいう。

表1：市区町村全体の行政キャッシュフロー計算書（2015、2016年度）（4つの財務指標の算出プロセスを含む）
■投資活動の部■

2015 2016 増減
投資収入 48,391 46,272 ▲2,119
国（県）支出金 20,159 18,743 ▲1,416
貸付金回収 13,184 12,567 ▲617
基金取崩 11,110 10,455 ▲655
その他 3,937 4,507 570
投資支出 105,568 101,539 ▲4,029
普通建設事業費 77,032 75,053 ▲1,980
貸付金 13,041 12,266 ▲774
基金積立 12,050 10,995 ▲1,054
その他 3,445 3,225 ▲220
投資収支 ▲57,177 ▲55,267 1,910

■行政活動の部■
2015 2016 増減

行政経常収入 452,566 451,010 ▲1,556
地方税 189,560 191,407 1,848
地方交付税 95,413 91,768 ▲3,645
国（県）支出金等 106,224 109,977 3,754
その他 61,370 57,857 ▲3,513
行政経常支出 394,385 399,461 5,076
人件費 83,018 81,940 ▲1,078
扶助費 122,693 129,175 6,482
補助費等 50,841 50,452 ▲388
繰出金
（建設費以外） 52,337 51,160 ▲1,178

その他 85,496 86,734 1,238
行政経常収支 58,181 51,549 ▲6,632

行政特別収入 6,152 6,370 218
行政特別支出 2,735 2,986 251
行政収支 61,598 54,933 ▲6,665

財務指標 2015 2016 計算式
債務償還可能年数（年） 7.0 7.9 C／B
実質債務月収倍率（月） 10.8 10.8 C／（A／12）
積立金等月収倍率（月） 4.4 4.3 D／（A／12）
行政経常収支率（％） 12.8 11.4 B／A

（A）

（B）

■財務活動の部■ 単位：億円
2015 2016 増減

財務収入 50,512 47,708 ▲2,804
地方債 50,512 47,708 ▲2,804
（建設債等） 32,048 31,918 ▲130
（臨財債等） 18,464 15,790 ▲2,674
財務支出 49,563 49,756 192
元金償還額 49,561 49,753 192
（建設債等） 37,199 36,347 ▲852
（臨財債等） 12,362 13,406 1,045
前年度繰上充用金 2 3 0
財務収支 949 ▲2,048 ▲2,996
収支合計 5,370 ▲2,382 ▲7,751

■残高■
2015 2016 増減

実質債務 410,450 408,089 ▲2,362
地方債現在高 555,537 553,559 ▲1,978
（臨財債等） 210,375 212,746 2,371
有利子負債相当額 21,161 19,294 ▲1,867
積立金等 166,248 164,765 ▲1,483

※�実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額�
－積立金等
※計数は決算統計を基礎としている。
※�各欄は単位未満四捨五入のため、合計において合致し
ない場合がある。

（C）

（D）
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財務局等では、診断表を広く一般にも活用していた
だくため、地方公共団体のホームページ等での公表を
促している。

なお、この財務状況把握の流れは、市区町村を対象
としたものであり、都道府県を対象としたものではな
い。都道府県に対する財務状況把握についても、その
枠組みの構築を図るべく意見交換を開始しており、
2014年度から16年度までに47都道府県を一巡し、
17年度から二巡目に入っているところである。

（2） 4つの財務指標の算出から、3つの診断基
準への当てはめへ

財務状況把握は、行政キャッシュフロー計算書か
ら、4つの財務指標、具体的には、「債務償還可能年
数」、「実質債務月収倍率」、「積立金等月収倍率」、「行
政経常収支率」を算出することからはじめられる。各
指標の概要は図2に記載のとおりである。表1では、

市区町村全体の行政キャッシュフロー計算書から、4
つの財務指標を算出するプロセスを再現しており、確
認頂きたい。

先述のように、財務状況把握は償還確実性の確認を
第一義としているため、その指標は、自主的な改善努
力による財政の早期健全化を促すことを目的とする地
方財政健全化法に基づく健全化判断比率とは目的が異
なる。例えば、財務状況把握の行政経常収支率では、
収支を返済等にあてられるキャッシュベースの利益金
とみる発想から、「収支/収入」という計算式を用いて
いる。臨財債については、財務状況把握では特段の調
節をほどこしていない＊9。表2は財務状況把握の財務
指標と地方財政健全化法に基づく健全化判断比率を対
照したものである。

4つの財務指標を算出の上、財務状況把握において
は、「債務高水準」、「積立低水準」、「収支低水準」の
3つの診断基準への該当状況を確認することで、団体

表2：財務状況把握の財務指標と地方財政健全化法に基づく健全化判断比率
財務状況把握の財務指標 健全化判断比率

目的 貸し手としての償還確実性の確認 地方公共団体の財政の健全化

視点 ・債務償還能力（長期的視点）
・資金繰りリスク（短期的視点）

・財政の健全化に関する比率の公表
・財政の早期健全化・再生

指標

フロー概念 ・行政経常収支率
・実質赤字比率
・連結実質赤字比率
・実質公債費比率

ストック概念 ・積立金等月収倍率
・実質債務月収倍率 ・将来負担比率

フロー概念＋ストック概念 ・債務償還可能年数 ―

図2：4つの財務指標
指標 意義 算式 家計に例えると

債務償還可能年数�
（単位：年）

1年間で生み出される償還原資の何倍の�
債務を抱えているか

実質債務/行政経常収支
※実質債務＝�地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等

ローンを返済するのに�
何年かかるか収入 債務 償還原資

支出

収支
収支

実質債務月収倍率�
（単位：月）

一月当たり収入の何ヶ月分の債務があるか 実質債務/（行政経常収入/12）

ローンが給与の何倍か収入 月収

12で割って一月当
たりの収入を算出 債務

月収

積立金等月収倍率�
（単位：月）

一月当たり収入の何ヶ月分の積立金があるか 積立金等/（行政経常収入/12）

預貯金が給与の何倍か収入 月収

12で割って一月当
たりの収入を算出 積立金等

月収

行政経常収支率�
（単位：％）

収入からどの程度の償還原資を生み出しているか 行政経常収支/行政経常収入

ローンの返済に回せるお金は
どのくらいか収入 収入償還原資支出

収支

収支

＊9） 例えば、健全化判断比率の一つである将来負担比率では、下の計算式のとおり、分子から「地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額」を、分
母から「元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額」を控除することにより、元利償還金相当額の全額が後年度地方交付税の基準財政需
要額に算入される臨財債の調節をおこなっている。

 将来負担比率＝（将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額））／（標準財政規模－（元利償
還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額））
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の債務償還能力と資金繰り状況を判断する。3つの診
断基準は、上述の4指標から構成されている。具体的
な診断基準は図3に示すとおりであり、各診断基準は
2つの財務指標を組み合わせて構成されている。診断
対象年度（直近の決算年度）の4指標の値から、診断
基準の（1）又は（2）に当てはまれば、当該診断基
準に関して、その団体で財務上の問題が生じていると
判定することになる。

ヒアリング実施団体に交付する診断表では、この判
定結果を踏まえ、債務償還能力や資金繰りが留意すべ
き状況にあるか否かの評価をおこなうとともに、財務
上の問題が生じている場合はヒアリング等によって要
因を把握し、その内容を診断表に記載している。ま
た、地方公共団体が作成した中長期的な収支計画など
から把握できる将来の財務見通しについても分析をお
こなっている。ヒアリングを通じて気づいた点や内在
するリスクなど財務上の留意点があれば、あわせて診
断表に記載している。

（3）沖縄県糸満市の事例
一例として、17年度のヒアリング実施団体である

沖縄県糸満市の診断表について説明する。糸満市は沖
縄本島の最南端にある市である。沖縄総合事務局が
17年9月にヒアリングを実施し、18年1月に糸満市
長に対して診断表を交付している。

表3は、糸満市の診断表に記載した糸満市の過去
10年間の財務指標の推移である。糸満市の診断対象
年度（15年度決算）における診断基準への該当状況
は次のとおりとなる。

・債務高水準の状況であるか否か：実質債務月収倍率
は、直近10年間では改善しており、15年度では
10.5ヶ月と診断基準（18ヶ月）を下回っているこ
とから、債務高水準の状況にはない。

・収支低水準の状況であるか否か：行政経常収支率
は、11年度以降、診断基準（10％）を下回ってお
り、15年度では8.1％である。他方、債務償還可能
年数は、15年度では10.7年と診断基準（15年）を
下回っていることから、両指標を合わせて見れば収
支低水準の状況にはない。

・積立低水準の状況であるか否か：積立金等月収倍率
は、直近10年間では診断基準（3ヶ月）を下回って

表3：4つの財務指標の推移（糸満市診断表から抜粋）
2006�
年度

2007�
年度

2008�
年度

2009�
年度

2010�
年度

2011�
年度

2012�
年度

2013�
年度

2014�
年度

2015�
年度

類似団体平均値�
（2015年度）

債務償還可能年数 29.4年 20.6年 17.6年 10.7年 10.8年 12.7年 19.9年 12.3年 18.5年 10.7年 6.8年
実質債務月収倍率 19.7月 18.2月 16.6月 15.3月 14.3月 13.7月 13.4月 12.6月 12.0月 10.5月 9.4月
積立金等月収倍率 1.2月 2.0月 2.2月 2.4月 2.3月 2.2月 1.8月 1.8月 1.4月 1.6月 6.3月
行政経常収支率 5.6％ 7.3％ 7.8％ 11.9％ 11.1％ 9.0％ 5.6％ 8.5％ 5.3％ 8.1％ 13.7%

※債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、灰色で表示。

図3：財務状況把握の診断基準

最終目的

視点

財務上の問題

診断基準
（市区町村）

財務指標

（債務系統） （積立系統）

債務償還可能年数

償還確実性

債務償還能力 資金繰り状況

実質債務月収倍率 行政経常収支率 積立金等月収倍率

債務高水準

（1）実質債務月収倍率が24ヶ月以上
（2）実質債務月収倍率が18ヶ月以上、

かつ、債務償還可能年数が15年以上

（収支系統）

収支低水準

（1）行政経常収支率が0％以下
（2）行政経常収支率が10％未満、かつ、

債務償還可能年数が15年以上

積立低水準

（1）積立金等月収倍率が1ヶ月未満
（2）積立金等月収倍率が3ヶ月未満、

かつ、行政経常収支率が10％未満
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おり、15年度では1.6ヶ月である。さらに、行政経
常収支率は、診断基準（10％）を下回っているこ
とから、積立低水準の状況にある。

これらから、診断対象年度（15年度決算）の指標
をみる限りは、糸満市は債務高水準や収支低水準の状
況にはなく、債務償還能力については留意すべき状況
にはないものの、積立低水準の状況にあり、資金繰り
については留意すべき状況にあるとの評価となる。

なお、診断表では、表3のように過去10年間の財
務指標について診断基準に抵触したところは色付きと
することや、類似団体平均値を示すことなどにより、
団体が自らの財務上の位置を把握しやすいよう表現を
工夫している。

糸満市の診断表では、積立低水準が生じた要因につ
いてヒアリングや行政キャッシュフロー計算書等から
分析をおこない、行政経常支出である扶助費や物件費
の市負担部分の増加が主な要因であるとの分析結果を
示している。表4からも、扶助費が糸満市の財政を圧
迫している状況が読み取れる。

表4：2015年度の扶助費の状況（糸満市診断表から抜粋）
対行政経常収入割合 住民一人当たり扶助費

糸満市 40.2% 136.4千円
県内平均 33.4% 127.0千円
類似団体平均 21.8% 87.6千円
全国平均 27.1% 95.8千円

糸満市の財政運営に係る留意点として、糸満市が策
定した中期的財政見通しを含む財政計画等から、今後
も扶助費が膨らみ＊10、財務を逼迫させることが見込
まれた。このため、診断表では「今後は、歳入確保・
歳出抑制の財務健全化に向けた実現可能な対応策を着
実に実施すること等、財政運営に当たり留意すること
が必要と考えられる」との意見を盛り込み、糸満市に
対して将来の財務悪化に対する事前の警鐘を発した。

糸満市においては、これらの指摘に耳を傾けていた
だき、市の財政について問題意識を高めてもらう趣旨
から、一般職員（52名）向けに診断表を財務省、沖縄
総合事務局から直接説明する機会を設けて頂いた。

（4） 具体的にどのような事例が、財務上の 
問題として見つかっているのか

財務状況把握において、具体的にどのような事例
が、財務上の問題として見つかっているのだろうか。

17年度の事例でみてみたい。17年度には、全市区
町村1,741団体のうち277団体にヒアリングを実施し
た。このうち、「債務高水準」、「積立低水準」、「収支
低水準」という「財務上の問題」に該当した団体は55
団体であった。内訳は、「債務高水準」に該当した団
体が8団体、「積立低水準」に該当した団体が46団体、

「収支低水準」に該当した団体が35団体であった＊11。
その要因を把握したところ、以下の事例を確認して

いる。

●「債務高水準」
道の駅や観光施設等の施設整備のために地方債を発

行した事例や、土地開発公社の保有土地処分が計画ど
おり進まなかったことにより多額の負担見込額を計上
した事例。
●「積立低水準」

過去の施設整備や公共施設の老朽化対策のために、
基金の取り崩しをおこなったほか、近年では、扶助費
の増加等により収支状況が悪化し、収支不足を補填す
るために基金を取り崩している事例。
●「収支低水準」

団体独自の施策として、子ども医療費助成の支給対
象年齢を高校生まで拡大したことやがん検診の無料化
により扶助費等が増加している事例。

これらの事例は、地方自治において各団体の判断に
よっておこないうるものであるが、財務状況を踏まえ
て、財源や負担の見通しなどを熟慮すべきものでもあ
るため、このような事例を確認した団体に対しては、
診断表に記載し、指摘をおこなっている。

3財務状況把握を通じた財務局等の 
アドヴァイザリー機能の発揮

財務状況把握は、一義的には財政融資資金の償還確
実性を確認するために実施していることは既に述べた

＊10） 扶助費の行政経常収入に対する割合は、2015年度の40.2％から2020年度には50.8％に上昇する見通し。
＊11） 複数の「財務上の問題」に該当した団体があることから、計において一致しない。
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通りであるが、同時に診断表は団体にとっても有益な
情報となるものである。このため、財務局等は団体に
対して診断表の積極的な活用を促している。また、財
務局等はヒアリングを通じ地方公共団体による財政健
全化の優れた事例を収集し、その収集事例を必要とす
る他団体へ紹介するなどの取組もおこなっている。

2017年度の財務状況把握において、財務局等が取
り組んだ事例を紹介する。

（1） 財務状況把握（診断表）の職員への説明
［東海財務局］

東海財務局では、将来大幅な収入の減少が懸念され
る団体に対して、計画的な財政運営をおこなう観点か
ら収支計画の作成を慫慂するなど団体の抱える課題を
反映した診断表を交付したところ、団体の首長から

「財務局からみた財務状況を職員にも認識させてほし
い」との依頼を受けた。

説明会に参加した団体職員からは「職員一人一人に
もっと財政や地方創生のことを考えてほしいと問題意
識を持っていたが、説明会の内容は、まさにそれを代
弁してくれた」との意見を頂き、団体から再度依頼を
受けて二回目の説明会を実施している。二回目の説明
会までに団体が収支計画を策定したことから、収支計
画を踏まえた将来見通しを分析した上での説明をおこ
ない、双方向のやり取りとなるよう努めた。

東海財務局では、説明会で使用する資料のサンプル
を用いて、他団体の診断表交付の際にこれらの取組を
紹介している。他団体でも説明会の開催を勧めるなど
横展開に取り組み、他団体での職員向け説明会の開催
などにつながっている。

（2） ヒアリング等を通じた収支計画の策定の
慫慂［四国財務局］

四国財務局によるヒアリングで、今後庁舎の建替え
等で借入の増加が見込まれるものの、将来の収支計画
を策定していない団体や、過去に収支計画を策定して
いたが見直しをしていない団体がみられた。このた
め、これらの団体に対して中長期的な収支計画の策定
を慫慂した。団体からは計画の策定について前向きな
回答が得られ、今後、四国財務局から計画策定に係る
アドバイスをおこないながら、その進捗状況をフォ

ローアップしていくこととしている。

（3） ヒアリングを通じた財投施策の周知等 
［関東財務局］

関東財務局では、各団体が策定した地方版総合戦略
の内容を確認しているほか、各地域で開催される地域
振興の会議に参加し、団体の課題やニーズの把握に努
めている。これにより把握した課題やニーズに対し
て、財務状況把握のヒアリング等の機会を活用して活
用可能と考えられる財投施策の周知をおこなってい
る。団体から関心が示されれば、具体的な財投機関の
担当者を招いてセミナーを開催するなどの取組をおこ
なっている。

関東財務局では、17年度に6地域（参加者は自治
体のほか、金融機関、一部のセミナーでは経済団体や
民間企業も参加）でセミナー等を開催している。セミ
ナー等の参加者からは「今後の事業展開・事業経営に
参考となる内容であった」や「継続して開催してほし
い」などの意見を頂いている。

以上、団体を対象とする活動を中心に取り上げてきた
が、診断表は団体職員による活用にとどまらず、議会や
住民などの関係者を巻き込み、団体の財政、さらにはま
ちづくりを考える材料ともなるものである。
「行政キャッシュフロー計算書は、…住民等には財

政の持続可能性を…説明（account）するように作ら
れている」（鈴木（2017））。そのため、財務に詳しく
ない方にも理解しやすいよう記述内容の見直しに取り
組みつつ、働きかけをおこない、熊本県南関町で議会
議員への説明、岩手県矢巾町で住民への説明と、それ
ぞれはじめての事例が出たところである。以下、これ
ら2つの事例をみる。

4熊本県南関町議会議員への診断表の説明
［九州財務局］

（1）経緯、診断表の概要
熊本県南関町は、熊本県の北西にある山々に囲まれ

た自然あふれる県境の町である。人口は約1万人であ
り、高齢者人口の割合は全国平均や熊本県平均と比べ
ると高い。南関町長はトップセールスで積極的に企業
誘致を図っているほか、最近では、廃校になった高校
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を改修して町庁舎を移設することを計画するなど、公
共施設を集約するコンパクトシティ構想を描くなどの
取組で知られている。町が支援する「バンブーフロン
ティア構想」（荒廃林の竹を建材やバイオマス発電に
活用する事業）は、地域活性化や自然環境保全の観点
から全国的に注目されている。

南関町に対して、九州財務局は2017年10月にヒ
アリングを実施し、18年1月に南関町長に診断表を
交付した。診断表では、診断基準に照らして現在の財
務状況に問題は生じていないとしつつ、人口一人当た
りの扶助費や介護保険事業特別会計等への繰出金が類
似団体と比較すると高い水準にあることなど、今後の
財政運営で留意すべき点を指摘している。

九州財務局から南関町長に診断表を交付したとこ
ろ、町長から「借入金の状況からみた財務状況把握や
全国平均・類似団体との比較分析は分かりやすい」と
の評価を頂いた。これを受けて、当局から「近々に実
施される町議会議員選挙後、新選出議員へ診断表を説
明する機会を設け、町の財政に関し理解を深めていた
だいてはどうか」と提案したところ、南関町長から

「第三者（財務局）の立場から町の財務状況を説明す
れば、町職員から説明するより議員の納得感が得られ
るのではないか」と同意が得られ、町議会議員への説
明会を開催することとなったものである。

（2）説明会の模様
18年4月下旬、南関町庁舎内の会議室において、

町議会議員全員（12名）と南関町長ほか町職員が集
まり、説明会が開催された。九州財務局から理財部次

長、融資課長が診断表の説明をおこなった。
九州財務局からは、現在の町の財務状況について問

題はないものの、類似団体等との比較では財務指標の
多くが劣位にあることから、今後の行財政運営におい
て改善すべき余地がある旨を伝えた。また、高齢化の
進行により扶助費や介護保険事業特別会計等への繰出
金は今後も高水準となる見込みであることから、介護
予防事業の充実等の取組に期待したい旨を伝えた。

意見交換において、町議会議員から「類似団体等と
の比較分析から町の財務状況が安心できる状況にはな
いことが分かった」、「予算を議論する際などに診断結
果を活用していきたい」、「財務状況の悪化の兆しを感
じた際に財務局に分析を依頼したい」といった意見が
続き、予定した時間をオーバーしての意見交換となっ
た。「介護予防事業等の取組で効果が上がっている事
例があれば教えてほしい」との要望があったことか
ら、大分県での地域ケア会議の活用による自立支援型
ケアマネジメントの事例を紹介しつつ、後日、九州財
務局において良い事例を整理の上、情報提供すること
となった。

説明会を総括して南関町長から「町の財政状況を深
く知ってほしい議員に良い機会が提供できた。今後も
機会があれば、こうした取組を続けていきたい」との
発言を頂いた。

5岩手県矢巾町の総合計画策定に係る 
住民ワークショップへの参加 
［財務省理財局・東北財務局］

（1）経緯、診断表の概要
岩手県矢巾町は、岩手県のほぼ中央に位置し、人口

は約2.7万人、盛岡市南部に位置するベッドタウンであ
る。岩手県平均と比べると、年少・生産年齢人口の割
合は高く、高齢者人口の割合は低い。2019年秋にも岩
手医科大学附属病院が盛岡市から移転することになっ
ており、今後、町の姿に相当の変化が見込まれている。

これまで矢巾町は、高知工科大学・大阪大学と協働
し、未来の人間になりきって意見交換をおこなう、フュー
チャーデザインの手法を用いた住民参加型ワークショッ
プなどにより課題解決を図り、成果を上げている＊12。18説明会の様子

＊12） フューチャーデザイン全般については、西條（2017）を参照。特に矢巾町での取組については、原（2018）、吉岡（2018）を参照のこと。

 ファイナンス　2018 Jul. 19

08_P13-23_SPOT_06.indd   19 2018/07/10   16:46:36



年度は矢巾町にとって、まちづくりの指針である総合計
画（第7次矢巾町総合計画（後期計画））の策定時期に
当たり、今後、フューチャーデザインの手法も活用しな
がら、住民の意見を幅広く取り入れ、計画に掲げる具体
的な施策の検討を進めていくこととしている。

今般、矢巾町に対して、東北財務局は17年12月に
ヒアリングを実施し、18年4月に矢巾町長へ診断表を
交付した。矢巾町の診断表では、診断基準に照らして

現在の財務状況に問題は生じていないとしつつも、財
務指標は総じてみると悪化傾向にあり、類似団体平均
と比較すると劣位しているとした。また、類似団体平
均と比較して行政経常収支率の低下が顕著であったこ
とから、分析をおこない、その要因として扶助費及び
物件費の増加を挙げた。今後の財政運営に係る留意す
べき点として、扶助費については、高齢化の進行に伴
い更なる増加が見込まれることから、行政経常収支へ

図4：矢巾町の診断表の内容（抄）

（年度）

矢巾町の財務状況（財務指標）

【債務償還可能年数】
（ローンを返済するのに何年かかるか）

【積立金等月収倍率】
（預貯金が給与の何倍か）

【実質債務月収倍率】
（ローンが給与の何倍か）

【行政経常収支率】
（ローンの返済に回せるお金はどれくらいか）
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● 2016年度決算に基づき財務指標を算出したところ、指標はいずれも診断基準に該当していないことから、少なくとも現在のところは、「財
務上の問題」はないと考えられます。

●但し、類似団体平均と比較すると、指標は行政経常収支率を除いて劣位しています（2016年度決算）。
●また、指標は総じて年々悪化傾向にあります。

行政経常収支率の動向について（扶助費・物件費）

●矢巾町の財政の特徴としては、行政経常収支率が低下傾向にあることが挙げられます。
●この要因としては、社会福祉、児童福祉の充実・強化の支援を積極的に進めていることによるもの（扶助費の増加）、業務維持管理運営委託
等の委託料によるもの（物件費の増加）が考えられます。
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［扶助費］
扶助費（社会福祉費、児童福祉費など）については、今後、高齢化率
の上昇に伴い、扶助費の増加が見込まれるため、行政経常収支への影
響について留意する必要があると考えられます。

［物件費］
物件費の増は、矢幅駅前地区整備（町の複合施設「やはぱーく」）の
業務維持管理運営委託等の委託料が増加したことによるものです。

今後の物件費の水準については、町の中長期の財政の在り方を検討す
るなかで、慎重な検討が必要であると考えられます。
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の影響について留意する必要があるとした。物件費に
ついては、駅前開発に伴う委託料の増加により今後も
同程度で推移する見込みとなっていることから、その
水準について町の中長期の財政のあり方を検討する中
で慎重な検討が必要としたところである。そして、町
が総合計画（後期計画）の策定に着手する時期であっ
たことから、「後期計画の施策の検討に当たっては、
現在作成していない収支計画の作成を含め、町の財政
に与える影響を確認する観点から長期的収支見通しを
考慮した財政運営にも留意する必要がある」とした。

財務省理財局・東北財務局から矢巾町に対し「診断
表を活用して町の財務状況や国の経済や財政等の見通
しを住民に説明した上で、今後の総合計画を議論すれ
ば、より実効性のある総合計画となるのではないか」
と提案し、町も同意し、理財局・東北財務局もワーク
ショップに参加することとなった。

（2）ワークショップの模様
18年5月下旬、矢巾町主催で開催されたワークショッ

プには、公募による住民23名、町職員4名、当局職員
4名の計31名が参加した。まず初めに理財局・東北財
務局から、診断表の内容に沿った矢巾町の財務状況や
我が国の経済・財政等の長期的な見通しについて説明
をおこない、住民が議論をおこなうための情報提供を
おこなった。矢巾町からは町の財政や総合計画（後期
計画）の策定に向けた考え方について説明があった。

その後、住民5～6名、町職員1名、国（財務省・
財務事務所）職員1名を1班として4つの班を作り、

同じメンバーで2回に分けて後期計画に掲げる政策課
題について議論した＊13。1回目は通常の意見交換とし
て議論をおこない、2回目は2048年の人間（仮想将
来世代）になりきって議論をおこなった。将来世代に
なりきるため、2回目の議論の際、参加者には法被を
はおってもらった。町職員、国職員には意見交換に住
民と同じ目線で参加してもらった。各班では、（意見

表5：矢巾町ワークショップにおける議論の概要（例示）
1回目（通常の議論） 2回目（仮想将来世代としての議論）

○住みやすい町であることは確か。ただ、特化して良いものも悪いものもない。
○医大の建設により自然や景観が破壊されないか危惧している。
○芸術文化の振興、運動・健康の増進が大切。
○外に出られない人たちや町のコミュニティに入れていない人たちへのサ
ポートが重要。

○公共施設やバスがなくなることへの不満。
○町内の発展度合いの不均衡への不満。
○子どもたちの育つ環境が大切。
○農業を守っていかなければならない。
○発展するのはよいが、昔からの自然や歴史的な建築物がなくなるのは困る。

○「30年前、あれをしていれば良かったな/あれをしておいて良かったな」
というキーワードが出て、次々と意見が出てきた。例えば、
・2048年には孤独死がない。あのとき世代を超えた交流の機会をつくっ
ておいてよかったな。

・2048年にも田んぼや山の風景が残っている。あのとき高い建物の建設
を規制しておいて良かったな。

・2048年には若者がたくさん町にいる。若者にとって魅力的な職場をつ
くっておいてよかったな。

○30年前にも少子高齢化の問題はわかっていたのに、なぜ具体的な政策をし
なかったのか。そう考えると、以下が重要。
・将来的に学費や医療費等を免除するために今から税金の額を上げてプー
ルする。

・働く場・働き手を増やすため、若い世代や外国人労働者を矢巾に呼び込む。
○農業体験を通じて農業者を育て、農地や自然を守っていければよい。

2018年6月1日盛岡タイムス（第6面）

＊13） 矢巾町の総合計画では、（1）ひとを豊かに育み見守るまち「将来を担うひとの創造」、（2）自然とひとが共生するまち「将来に誇れるまちの創成」、
（3）持続的な力を蓄えるまち「将来の活力につながるしごとの創出」、（4）みんなでつくる協働のまち「将来にわたり躍動する力の創成」の4つが
テーマに掲げられていることから、意見交換に際しては、班の意見によりどれか一つに絞って議論してもらうことにした。
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交換に参加する町職員とは別の）町職員がファシリ
テーターとして議論を促し、町職員の書記が意見を板
書していった。

1回目と2回目の議論の概要を例示すると表5のと
おりであった。

1回目の通常の議論では日頃住民が感じている身近
な課題や要望に関する意見が多く出されていた。
2048年の人間になりきって実施した2回目の議論で
は、「いま」「わたし」という制約を外した自由な視点
から、様々な意見が出ていたように見受けられる。

もちろん、法被をはおって身なりを変えてもらった
とはいえ、直ちに2048年の人間になりきることは難
しい。2回目の議論が始まっても「未来はこんな感じ
になっていれば良い」といった、現在を基準に未来を
みる視点で課題を考え、仮想将来世代として考えるこ
との難しさを感じている参加者も一部に見受けられ
た。しかしながら、時間が経つにつれ、仮想将来世代
の視点から考えられる参加者が多くなった。特に、班
によっては、「30年前、あれをしていれば良かったな
/あれをしておいて良かったな」というキーワードが
出てから次々と意見が出てくるようになった。仮想将
来世代による思考をいかに活性化するか、今回の取組
は有益な示唆を与えている。

矢巾町では、今回の住民の意見を受け止め、計画の
策定を進めていく考えである。矢巾町では、今後とも
フューチャーデザインの手法を用いながら、住民の参
加のもとで、計画の検討を進めていくことにしている。

6今後の展望
（1）分析の質の向上

財務状況把握の今後の展望を考えるに際しては、分
析の質を高めていくことがすべての前提となる。財務
局等において高度でわかりやすい財務分析がおこなわ
れ、その分析結果を示した診断表が地方公共団体から
欲しいと言われるようなものでなければならない。

このため、財務省理財局では、財務局等職員の財務
分析に係る研修や財務分析システムの充実、マニュア
ルの作成などに取り組んでいる。各財務局に公認会計
士等の高度な専門的知識を有する者を非常勤職員とし
て配置し、彼（女）らの知見を活かしながら、診断表
の充実に努めている。

（2） 国全体の政策の方向性を踏まえた、指摘の
的確性の向上

診断表での指摘に際しては、地方自治を尊重するこ
とが大切なことであるが、同時に国全体の政策の方向
性を踏まえた的確な指摘をおこなうことは、地方公共
団体とwin-winの関係をつくることにも資するもので
ある。

先述した熊本県南関町議会議員への説明において、
大分県の地域ケア会議の活用の事例の紹介をおこなっ
たのはひとつの例である。このほか、国民健康保険の
都道府県化のなかで、国民健康保険への一般会計から
の繰入の抑制・解消に向けた取組を後押しすることな
どが示唆されている。指摘の的確性を高めるためには、
理財局、財務局等が国の政策全体に関心を持ち、理解
を深めることが必須である。

（3）地方財政の「見える化」の活用
「経済財政運営と改革の基本方針2015」（2015年6

月30日閣議決定）等により、地方財政の「見える化」
の取組が進められている。これには公共施設等総合管
理計画の策定や、性質別・目的別の住民一人当たりの
行政コストの公表、有形固定資産減価償却率を用いた
ストック情報の見える化、統一的な基準による地方公
会計の整備などが含まれる。

今後、地方財政の「見える化」の取組を、財務状況
把握の分析で可能な限り活用しながら、分析の効率
化・高度化につなげていく必要がある。

（4） 財務局等マネージメントによる有機的活用
質の向上を前提としつつ、財務局等による地方公共

団体へのアドヴァイザリー機能を発揮するツールのひ
とつとして、財務状況把握の活用を図ることも引き続
きの課題である。本稿で例示した議会議員や住民向け
の説明にとどまらず、経済界、学生、団体の審議会へ
の説明の機会を探るなど、団体の理解のもと、地域の
実情に応じ創意工夫をもって取り組むことが望まれ
る。特に団体執行部に財政に問題意識のある場合、財
務局等から客観的な診断を議会や住民などに示すこと
には可能性がある。「地方自治は民主主義の学校であ
る」（ジェームズ・ブライス）ともいうが、我が国で
この言葉が妥当するなら、財務状況把握の活用は国民
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的な財政教育にも資するものとなる。
財務局等の任務には、経済調査、国有財産の活用、

金融等の地域と関わる様々な活動がある。これらの他
の手段と財務状況把握を有機的に結合することで財務
局等全体の活動の地域での価値を高めていくことが可
能となる。財務状況把握はまちづくりのmajor player
である市区町村と対話する土台となるものである。

（5）実効性の向上
財務状況把握の公開性と包括性を高めることでその

活動の実効性を高めることも重要である。現在のとこ
ろ、診断表は財務局等から対象団体に交付されるにと
どまり、自動的に公表はされるものではない。財務局
等は団体に自主的にその公表を働きかけているが、今
後一段と公開性の程度を高めていくことが望ましい＊14。

包括性という点では、都道府県への展開が課題であ
る。財務状況把握では市区町村向け取組が先行し、都
道府県向けには、17年度からようやく「財務状況把握
の結果概要（参考情報）」の交付をはじめたところであ
る。都道府県向けの取組のステージアップを図る上で
も、その活動への団体からの評価を高める建設的な取
組が重要となろう。

今後とも、財務状況把握への一般の理解を高めると
ともに、政策手段として、その持てる潜在力の開発と
発揮に取り組んでいく考えである。
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